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１．研究の目的と概要    

 地域における各種の分散型エネルギー源の賦存量を算定し、地域メッシュ地図に基づき分布図を作

成する。分散型エネルギー源としては、変電所排熱、下水道水エネルギー、木質系バイオマスなどの

未利用エネルギーだけでなく、サーマルリサイクルによるエネルギー回収とマテリアルリサイクルに

よる物質回収の両方が可能な一般廃棄物も対象とする。また、コージェネレーションシステム（CGS）

や太陽電池（PV）システム等の分散型電源についても、地域の需要家情報に基づき潜在的な導入可能

量を算定する。さらに、将来の大量導入が期待される固体高分子型燃料電池を用いた住宅用 CGSにつ

いては、数世帯における温水需要の実測データを用いて省エネルギー性、経済性を評価する。 

２．フェーズⅠの成果 

２－１．目的及び目標 

 分散型電源として期待される固体高分子型燃料電池を用いた住宅用のコージェネレーションシステ

ム（CGS）について、普及のための技術開発目標、コスト削減目標を明確化することを目的として、数

世帯における温水需要の実測データを用いて省エネルギー性、経済性を評価する。温水需要の量的・

時間的変動に対するバックアップボイラの温水供給割合や貯湯槽における損失を算定し、実運用時の

省エネルギー性を評価する。また、文献調査に基づき PEFCの年間生産台数と設備コストとの関係を定

式化し、従来システムに対する住宅用 CGSの経済性の評価を行う。 

２－２．方法及び結果 

２－２－１ 温水需要の実測 

 2000年 6月から名古屋市域に居住する3世帯を対象として、給湯器の排気口にサーミスタを設置し、

排気温度をサンプリング間隔 1 分間で測定した。排気温度の急激な変化から温水需要の有無を判定し、

さらに、温水流量、給湯器の設定温度および別途測定した市水とから温水需要の熱量を算定した。以

下の検討では、3 世帯の中で最も温水需要の大きい世帯のデータを用いる。 

算定した温水需要は非常にパルス的であり、大きなピーク値を持つ。例えば、温水の設定温度が高

く市水温度が低い 1 月の場合、単位時間あたりの温水需要は 27kJ/ sec（または kW）であり、一般的な

世帯の電力需要と比較して 1 桁大きな値である。また、年間の温水需要は、全国の世帯平均の約 2 倍

であった(1)。 

２－２－２ 住宅用CGSの省エネ性・経済性の評価モデル 

 住宅用 CGSとして図１に示す設備構

成を想定した。PEFCは発電効率：35%、

温水回収効率：40%であり、温水出力の

温度は 80℃とした。この温水は 70℃で

貯湯槽に蓄えられ、貯湯槽では貯湯量

に応じて 0. 01%/ mi n の放熱損失が発生

するとした。また、PEFC発電電力の系

統への逆潮流は可能とした。住宅用
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図１ 住宅用 CGSの設備構成の想定 



CGSの運転パターンとしては、一般のユーザが運転・管理すること、PEFC本体や改質器の寿命を考慮

して、最も単純な 24 時間一定出力の連続運転を想定した。 

 各構成機器の設備容量について、それぞれ以下の様に想定した。PEFCの発電機容量は、温水需要が

季節や日によって大きく異なるのに対して一定出力で 24 時間連続運転することを考慮して、0. 5 kWe

～1. 0kWe を想定した。図１に示すように、貯湯槽からの温水供給が不足する場合にバックアップボイ

ラが直接温水需要を満たせるように、バックアップボイラの容量を 30kWとした。貯湯槽は 100L、200 

Lおよび 300Lの 3 種類を想定した。なお、本研究では対象世帯の電力需要は考慮していないため、住

宅用 CGS導入世帯の一次エネルギー消費量を算定することはできない。ただし、逆潮流された電力が

住宅用 CGSを導入しない他の需要家で消費されたと考えることにより、従来システムに対する一次エ

ネルギーの削減量を算定することは可能である。 

２－２－３ 温水需給の内訳 

 2000 年 8 月～2001 年 7 月の毎日異なる温水需要パターンに対して、PEFCとバックアップボイラか

らの温水供給割合、供給された温水のうちで実際の利用分と廃棄分との割合を算定した。PEFC：1. 0kWe、

貯湯槽：100L の場合の結果を図２に示す。同図(b)に示す様に、供給された温水の廃棄が毎月行われ

ている。この理由は、温水需要の少ない夏期や中間期については、PEFCが 24 時間一定出力で連続運

転しているため、本質的に需要よりも供給の方が大きいためである。しかし、温水需要の大きい冬期

では、PEFC からの温水供給は需要よりも小さく、バックアップボイラが稼働しているにも関わらず、

需給の時間的なアンバランスによって供給された温水の廃棄が行われている。 
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( a)  供給側                 ( b)  需要側 

図２ 温水の供給および利用の内訳（PEFC：1. 0kWe、貯湯槽容量：100L） 

 PEFCが 24 時間連続運転する場合に夏期や中間期に廃棄される余剰温水を削減するためには、小容

量の PEFCを用いればよい。そこで、PEFC容量を変化させ、PEFCとバックアップボイラからの温水供

給割合、供給された温水のうちで実際の利用分と廃棄分との割合を算定した。貯湯槽：100Lの場合の

結果を図３に示す。PEFC 容量を小さくすることにより、同図(b)に示すように廃棄される温水を削減

できる。しかし、冬期においてバックアップボイラからの温水供給量が増加する。このため、同図( a)

に示すように、年間の温水供給の内訳は、貯湯槽：100Lで PEFC：1. 0 kWe の場合は PEFC：88%、バッ

クアップボイラ：12%であるのに対し、PEFC：0. 5 kWe の場合にはバックアップボイラの供給割合は 30%

となる。PEFCからの温水供給割合を高め、廃棄される温水を削減するためには、PEFCの部分負荷運転



や DSS運転が有効である。本研究では、最も簡単

な運転パターンとして 24 時間一定出力を想定し

ているが、今後、一般のユーザが用いることがで

きる情報のみで簡単に運転設定を行った場合でも、

効率的な DSS運転を行うことができるような制御

アルゴリズム等の検討を行う必要があると考えら

れる(2)。 

２－２－４ 省エネルギー性 

 前節で示した温水供給の内訳から、検討対象世

帯への温水供給に関する住宅用 CGSの一次エネル

ギー消費量および比較として系統電力と給湯器か

らなる従来システムにおける一次エネルギー消費

量を算定した。図４に PEFC容量による年間の一次

エネルギー消費削減量の変化を示す。図３に示し

たように、PEFC容量が大きくなると夏期に廃棄さ

れる温水が増加するが、冬期にバックアップボイ

ラからの温水供給を削減できるため、PEFC容量が

大きくなると年間の一次エネルギー消費削減量も

増加する。ただし、貯湯槽：100Lの場合には、温

水需給の時間的アンバランスによって冬期でも廃

棄される温水が多いため、PEFC容量を大きくして

も一次エネルギー削減量はあまり増加しない。し

たがって、一次エネルギー消費削減量の観点から

は、検討対象世帯では、200L程度の貯湯槽が必要

であると考えられる。 

２－２－５ 経済性 

 本研究では、年間生産量の想定が異なる 2 種類の試算例(3) ( 4)を用いて、全世界での年間の生産台数

の関数として PEFCの設備コストを想定した。この値は、PEFCを構成するセル、改質器およびインバ

ータの各コストを含む。例えば、1. 0 kWe の PEFCが年間 30 万台生産される場合、設備コストは約 29

万円/ kWe となる。また、PEFCの年間の維持管理コストを設備コストの 3%とした。PEFC以外の構成機

器であるバックアップボイラと貯湯槽は十分に成熟した技術である。そこで、現在市販されているガ

ス給湯器と電気温水器の定価の調査を行い、回帰分析によって定価と容量との関係を算定し、バック

アップボイラおよび貯湯槽の単価をそれぞれ 4000 円/ kWおよび 300 円/ Lと設定した。また、買電単価

とガス単価は、現状を考慮して、それぞれ 21. 78 円/ kWh と 123. 4 円/ Nm3と想定した。なお、住宅用 CGS

の発電電力の余剰分は電力系統に逆潮流できるとしているが、その際の売電単価については、住宅用

CGSに最も有利な場合として買電単価と同額の場合について検討した。 

 住宅用 CGSの従来システムに対する電力と都市ガスの使用量の変化から、可変費の削減額を算定し

た。その結果、逆潮流電力の売電単価が買電単価と同じ場合であっても、5 月～10 月の半年間は住宅

用 CGSを導入した場合の方が可変費は高くなった。これは、上述の様に、本研究では住宅用 CGSの運

転パターンとして最も単純な 24 時間一定出力を想定しており、夏期には廃棄される熱が非常に大きい
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図３ PEFC容量による温水の供給 

および利用の内訳の変化 

0

5

10

15

20

25

0.5 0.6 0.7 0.8 0.9 1.0
capacity of PEFC (kWe)

an
nu

al
 re

du
ct

io
n 

in
 p

rim
ar

y
en

er
gy

 c
on

su
m

pt
io

n
(G

J/
yr

)
300 L
200 L
100 L

図４ PEFC容量による従来システムに対する 

一次エネルギー削減量の変化 



ため、特に、貯湯槽：100Lの場合には、温水需給の時間的アンバランスによって冬期でも廃棄される

温水が多く、可変費の削減額は非常に小さかったためである。このため、これらの月も住宅用 CGSを

運転すると、年間の可変費は従来システムよりも高くなる。 

 そこで、本研究では、可変費が増加する月は住宅用 CGSを運転せず、系統電力とガス給湯器によっ

て電力・温水供給を行うと想定し、PEFC容量による年間の可変費削減額の変化を算定した。結果を図

５に示す。前節で示したように、貯湯槽：100Lの場合、PEFC容量が大きくなって廃棄される温水が増

加しても、一次エネルギー削減量はあまり変化しなかった。これに対し、貯湯槽：100Lの住宅用 CGS

の可変費削減額は、PEFC容量が大きくなるのに

伴って低下している。また、貯湯槽：200Lの場

合でも、PEFC：0. 7kWe までは PEFC容量が大き

くなると可変費削減額は増加するが、さらに

PEFC を大きくすると可変費削減額は逆に減少

する。これは、受電端でみた発熱量あたりの電

力単価はガス単価よりも高いが、一次エネルギ

ー換算した場合には逆に電力単価の方が低くな

り、一次エネルギー的に有利となる場合でも、

経済的には不利となる場合があるためである。 

 さらに、上述の設備コスト想定値と前節で示

した可変費削減額とから、従来システムに対す

る住宅用 CGS導入による年経費の削減額を算出

した。なお、各機器の年経費を算出する際、耐

用年数を PEFCでは 10 年、バックアップボイラ

と貯湯槽では 15 年と想定し、これらを単純回収

年数として年経費率をそれぞれ 10. 0%および

6. 7%と想定した。貯湯槽：200Lの場合の結果を

図６に示す。同図に示すように、PEFCが年間 300

万台規模で生産されると、PEFC：0. 8 kWe 以下

の場合に従来システムに対して住宅用 CGSの年

経費が削減された。このとき、PEFCの単価は 11

万円/ kWe～14 万円/ kWe 程度であり、バックアッ

プボイラ等を含めたトータルコストは 21 万円

～22 万円である。この値は、現在目標とされて

いる 50 万円の約 2 分の 1 であった。 

 住宅用 CGSでは従来システムの 2 倍以上の都

市ガスを消費している。このため、ガス会社は、

住宅用 CGSの需要家に対して通常よりも安い都

市ガス料金を設定しても、年間の都市ガス販売

額は従来システムを利用する需要家の場合より

も大きくなる可能性がある。そこで、都市ガス

料金を変化させ、住宅用 CGSの年経費を算定し
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図５ PEFC容量による可変費削減額の変化 

 

-60

-50

-40

-30

-20

-10

0

10

100000 1000000 10000000
annual production rate of PEFC (units/yr)

an
nu

al
 re

du
ct

io
n 

in
to

ta
l c

os
t (

10
3 ye

n/
yr

)

0.5 kW 0.8 kW 1.0 kW
PEFC capacity

図６ 従来システムに対する 

住宅用 CGS導入による年経費の削減額 

 

-40
-20

0
20
40
60
80

100
120
140
160

0 20 40 60 80 100

gas price (% of current price)

an
nu

al
 re

du
ct

io
n 

in
to

ta
l c

os
t (

10
3 ye

n/
yr

)

-40
-20
0
20
40
60
80
100
120
140
160

an
nu

al
 g

as
 c

os
t

(1
03 ye

n/
yr

)

図７ 都市ガス料金に対する年間コストの変化



た。PEFCの年間生産台数が10万台の場合の結果を図７示す。都市ガス料金が通常料金の70%になれば、

PEFC単価が 23 万円/ kWの場合でも住宅用 CGSの年経費は従来システムよりも安くなった。このとき、

需要家における年間の都市ガス費用は従来システムの場合よりも大きいため、ガス会社にとっても不

利益とはならない。このように、住宅用 CGSの導入によって従来システムに対して一次エネルギー消

費量を削減できる場合、住宅用 CGSの導入拡大のために安いガス料金を設定することは、省エネルギ

ー性の観点だけでなく、住宅用 CGSを導入する需要家とガス会社双方の経済性の観点からも有効とな

る可能性があると考えられる。 

２－３．考察及びフェーズⅠのまとめ 

 民生部門における分散型電源として大規模導入が期待されるPEFCを用いた住宅用CGSの省エネルギ

ー性、経済性について、温水需要の実測データに基づき検討を行った。その結果、温水需要の時間的･

量的な変動により、住宅用 CGSから回収した温水が余剰となる一方で、バックアップボイラからの温

水供給が必要になるような状況があることを確認した。また、住宅用 CGSの省エネルギー性や経済性

を適切に評価するためには、このような状況を考慮すべきことを示した。さらに、将来的な PEFCの大

量生産に伴うコストの低下や、住宅用 CGSユーザ向けの安価なガス料金を設定することにより、経済

的にも住宅用 CGSの導入が有利となることを確認した。 

３．フェーズⅡの成果 

３－１．目的及び目標 

 3- 1①で構築中のツールを用いて愛知県の各地域でのサーマルリサイクルによる一般廃棄物 1t あた

りの一次エネルギー削減効果を統計的に評価する。また、ＷＧ１で開発中の「ガス化＋燃料電池」に

関する評価として、地域の木質系バイオマスの「ガス化＋燃料電池」による小規模・分散的なエネル

ギー利用が石炭火力における混焼による大規模・集中利用に対して有利となるバイオマスの収集範囲

を評価する。ＷＧ２で検討中のメタン発酵装置付の厨芥汚泥水処理システムについても、名古屋市へ

の導入による省エネルギー効果を統計的に評価する。さらに、愛知県におけるコージェネレーション

（CGS）や太陽電池（PV）システムに関する潜在的な導入可能量、変電所排熱や下水道水エネルギー賦

存量を算出し、地域メッシュ地図に基づき分布図を作成する。 

３－２．方法及び結果 

３－２－１ サーマルリサイクルの省エネルギー効果に関する統計的評価 

 3- 1①で構築したマテリアル・サーマルリサイクル技術の最適導入算定ツールにおいて、マテリアル

リサイクル製品供給量の上限値を 0 と設定することにより、一般廃棄物のサーマルリサイクルのみに

よる一次エネルギー削減量を算定できる。そこで、愛知県内の 76 個の 2 次メッシュ（10km×10km）を

対象として、従来型のごみ発電システムによる発電と熱供給による一次エネルギー削減量を統計的に

評価した。なお、熱供給によって暖房および給湯需要が賄われるとし、熱供給の候補地域として、以

下の 3 ケースを想定した。 

ケース１：人口最小の 500m×500mの 1 メッシュのみ（人口が 0 人のメッシュを除く） 

ケース２：人口最大の 500m×500mの 1 メッシュのみ 

ケース３：暖房と給湯の年間需要が一番多い 25 メッシュ（2. 5km×2. 5km） 

 愛知県内の 76 個の 2 次メッシュについて、構築したツールを用いて、一次エネルギー削減量最大化

の観点から各ケースにおける熱供給導入の有無（ケース３については、実際に熱供給が行われるメッ

シュの選択）を算定した。各地域におけるサーマルリサイクルによる一般廃棄物 1t あたりの一次エネ



ルギー削減量を図８に示す。ケース 1 におい

ては、いずれの地域でも熱需要が小さいため、

ごみ発電所で発生した熱はほとんどが利用さ

れない。そのため、ごみ 1t あたりの一次エネ

ルギー削減量のほとんどが発電によるもので

あり、地域差はほとんど見られなかった。ケ

ース 2 においては、名古屋市の近郊地域や地

方の小都市等において熱供給対象範囲のメッ

シュにおける需要家数が増えて、熱需要が大

きくなるため一次エネルギー削減量が大きく

なった。これは、ごみの収集範囲が 10km×

10kmから得られる熱の発生量と500×500mの

範囲における熱需要とがうまくバランスが取

れていることを示している。ただし、この様

なメッシュでは一般廃棄物の量が少ないため、このケース 2 の様に熱供給を行ったとしても、一次エ

ネルギー削減量が大きくなる一般廃棄物は全体の 20%程度である。ケース 3 においては、熱供給の対

象範囲が広がったため、ケース 1 やケース 2 の様に 500m×500mでは熱が余ってしまった名古屋市にお

いて有効に熱が利用できる結果となり、愛知県全体としてのごみ 1t あたりの一次エネルギー削減量が

大きく改善された。なお、ごみの収集範囲 10km×10kmにおいて、1 日のごみ量が 20t を下回る全ての

地域では、ごみ発電からの熱供給量が熱の輸送損失と比較して小さいため、熱供給が行われなかった。 

３－２－２ 地域の木質系バイオマスのサーマルリサイクル 

 木質系バイオマスとして製材所廃材、果樹剪定枝、街路樹剪定枝および里山における落葉・落枝を

検討対象とし、省エネルギー性の観点から碧南石炭火力における混焼とＷＧ１で開発中のガス化＋燃

料電池システムとの比較を行い、ガス化＋燃料電池による小規模・分散的利用の方が効率的となるよ

うな木質系バイオマスの量を評価した。碧南石炭火力が愛知県の沿岸中心部に位置することを考慮し

て、木質系バイオマスの排出量の調査対象地域を愛知県，岐阜県，三重県および静岡県とし、文献調

査に基づき、各市町村から排出される各木質系バイオマスの排出量を算定した(5) - ( 15)。なお、各木質系

バイオマスの発熱量については、含水率 0%（乾量基準）の木質系バイオマスの高位発熱量原単位 18, 837 

kJ / kg（4, 500 kcal / kg）を基準として、含水率に応じて低位発熱量を算定した。碧南石炭火力までの

片道輸送距離に対する木質系バイオマス（製材所廃材、果樹剪定枝、街路樹剪定枝）の排出量を図９

に示す。同図に示すように、碧南石炭火力から 100km～150kmの比較的近い地域から多くの木質系バイ

オマスが排出されることがわかる。 

 次に、木質系バイオマスの輸送に必要なトラック延べ台数を算出し、トラックの燃費を 3 km/ Lと想

定して、碧南石炭火力へのバイオマス の輸送に必要なエネルギーを算出した。なお、製材廃材の輸送

については、４t トラック（輸送能力：10m3/ 台）を用い、製材廃材のかさ密度を実績に基づき 0. 06 ～

0. 29 とした。その他木質系バイオマスの輸送については、剪定枝粉砕処理車（輸送可能量 ：1. 6t / 台）

を想定し、木質系バイオマスの輸送時のかさ密度を 0. 1t / m3と想定した。 

 輸送エネルギーを考慮して、木質系バイオマスを発電効率 40%の石炭火力において混焼した場合の

一次エネルギー削減量を算定した。また、輸送エネルギーを考慮せず、各市区町村においてガス化＋

MCFC においてエネルギー利用した場合の一次エネルギー削減量を算定した。両者の比較により、  
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ガス化＋MCFCにおいてエネルギー利用した方が効率的となる木質系バイオマスの割合を図10に示す。

碧南石炭火力までの輸送距離が 113km以上になると、ガス化＋燃料電池の方が木質系バイオマスの利

用による一次エネルギー削減効果が大きくなる。その結果、例えば、果樹剪定枝の場合、東海４県に

おける排出量の 80%は、小規模・分散的なガス化＋燃料電池の方が効率的にエネルギー利用できるこ

とがわかった。 

３－２－３ 厨芥と汚泥の再資源化技術の省エネルギー性 

 ＷＧ２で開発中の厨芥汚泥水処理・メタン発酵システムの省エネルギー性について、統計的な評価

を行った。本システムは、厨芥類をディスポーザで粉砕し、汚泥と共に下水道で輸送し回収した排出

物をメタン発酵によってエネルギー回収を行う。2 万戸 7 万人規模を想定したシステムでは、メタン

発酵による消化ガスによる発電量(効率 40％)は 3, 820kWh/ 日（そのうち、1, 060kWh/ 日は所内電力とし

て消費する）となり、ディスポーザの消費電力は 300kWh/ 日、排水高度処理に伴う消費電力は 4, 200kWh/

日になる。 

ＷＧ２で想定している７万人規模のシステムを名古屋市に導入する場合、適応可能なエリアは図

11( a)に示すように 12 ヶ所であり、人口 30. 0％（約 650, 000 人）、総面比 20. 0%が対象となることがわ

かった。従来の下水処理場での消費電力量の実績値は名古屋市全体で 253GWh/ 日である。本システム

を名古屋市の 12 ヶ所に導入するとシステム全体での消費電力は 50. 4MWh/ 日となる。これにより、従

来処理場での消費電力量は 215. 6MWh/ 日に減少するため、全体として名古屋市全体では消費電力は

13MWh/ 日だけ増加する。但し、本システムでは厨芥、汚泥のメタン発酵システムによる発電電力(効率

40％) 33. 1MWh/ 日を考慮すると本システムの消費電力は従来よりも小さくなる。しかしながら上記シス

テムでは、ディスポーザで粉砕した厨芥類を汚泥と共に 5km2 以上の広域から収集する必要性があり、

衛生面への影響が懸念される。 

 仮に、0. 25km2( 500m×500ｍ四方)のエリアで 3, 000 人以上の人口を有する地域を対象とする小規模

水処理システムを想定し、名古屋市における適用可能性を検討した。適用可能エリアを図 11( b)に示

す。3, 000 人規模の小規模システムの場合、ディスポーザで粉砕した厨芥類を 0. 25km2のエリアから収

集すればよいが、局地的に高密度の需要地域が限られるため、適用可能なエリアは人口 25. 8％（約

548, 000 人）、総面積 12. 0%となり、７万人規模のシステムよりも若干小さくなった。 
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    図９ 木質系バイオマス排出の分布     図９ ガス化＋MCFCの方での利用の方が 
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また、小規模システムの消費電力について、他の高度水処理技術におけるスケールメリットを参照し

て算定した結果、104MWh/ 日となった。この場合、従来処理場での消費電力量 229MWh/ 日を含む名古屋

市全体としての消費電力は 80MWh/ 日だけ増加し、メタン発酵による発電電力 16. 6MWh/ 日で賄いきれな

いことがわかった。 

以上の結果、本システムの導入条件を考える場合、大規模なシステムでは広域から収集する際の衛

生面の対策、小規模なシステムを導入するには小規模化に伴う効率低下を小さくすること必要性があ

ると考えられる。 

３－２－４ 民生用CGSの導入ポテンシャル 

 住宅用 CGSおよび業務用 CGSの導入ポテンシャルを算定した。住宅用 CGSの導入ポテンシャルにつ

いては、一戸建、長屋建および共同住宅の住宅種別によらず、世帯人員が 3 人以上の住宅に CGSが導

入されるものとし、世帯人員によらず一律に 1kWとして算定した。一方、業務用 CGSの導入ポテンシ

ャルについては、病院、ホテルおよび店舗の 3 業種を対象として、全国における CGS導入済みの施設

における CGS容量と施設規模との相関に基づき算定した。 

     
(a) 70,000 人規模の場合    (b) 3000 人規模の場合

図 11 名古屋市における厨芥汚泥水処理・メタン発酵システムの適用可能エリア
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病院、ホテルおよび店舗の施設規模としては、それぞれベッド数、客室数および売場面積を用いて、

図 12 に示すように CGS 容量と施設規模との相関を算定した(16) - ( 17)。その結果に基づき、愛知県内の

CGS未導入の全ての施設について売場面積などの施設規模を調査し(18) - ( 24)、図 12 に示した相関式を用

いて導入可能容量を算出した。その結果、愛知県全体の住宅の CGS 導入可能容量は計 1, 267MW、業務

部門 3 業種では計 178MWとなった。また、各施設の住所から、対応するメッシュ毎に CGS導入可能容

量を算定した。図 13 に CGSの導入可能性の分布図を示す。住宅や業務施設が多い名古屋市域や地方都

市の中心部において CGSの導入可能容量が大きい。 

３－２－５ 未利用エネルギー賦存量 

 未利用エネルギーとは、河川水・下水等の温度差エネルギー（夏は大気よりも冷たく、冬は大気よ

りも暖かい水）や、工場等の排熱といった今まで利用されていなかったエネルギーである。本研究で

は、未利用エネルギーとして下水処理水エネルギーと変電所における排熱エネルギーに着目し、愛知

県内の賦存量を算定した。 

 愛知県内の 38 ヶ所の下水処理場について、１日の処理能力、１日の処理量、年間処理量を調査した。

その結果、下水処理場の 1 日の処理能力は愛知県全体で 2, 877, 075m3/ 日、愛知県全体の 1 日の処理量

は 1, 729, 101 m3/ 日であった。下水の温度を夏場（8 月）で 25℃、冬場（1 月）で 15℃とし、名古屋

市の平均気温に比例して下水温度は変化すると想定して他の月の下水温度を算定した。次に、名古屋

市の平均気温との温度差によって下水処理水の未利用エネルギー賦存量を算定した。その結果、年間

の下水処理水エネルギーは 12, 697 TJ となった。この値は、愛知県における一年間の一次エネルギー

供給量 1, 509, 890 TJ の 0. 84%に相当する。各下水処理場の未利用エネルギーが損失等を考えずに全て

回収・利用できるものと想定すると、平均的な一世帯当たりの最終エネルギー消費量 47. 0 GJ/ 世帯に

対して下水処理水エネルギーの賦存量は約 20, 000 世帯分に相当することがわかった。ただし、実際に

は、熱供給損失や需給の時間的アンバランスなどを考慮すると、有効に利用可能な下水処理水エネル

ギーは同図の値よりも大きく減少すると考えられる。 

 絶縁油を介して変電所排熱を回収し、ヒートポンプの温熱源として利用することが可能である。適

用例として、中部電力のビル地下に設置された松ヶ枝変電所では、地中ケーブルの冷却水排熱と伴に

変圧器排熱を回収し、ビル内の空調等に利用している。そこで、愛知県内の359ヶ所（総容量58, 134, 000 

(単位 kW/ km2)(単位 kW/ km2) (単位 kW/ km2)(単位 kW/ km2)(単位 kW/ km2)(単位 kW/ km2)

( a)  住宅用（潜在容量：1, 267MW）   ( b)業務用（潜在容量：176MW） 

図 13 愛知県における CGS導入潜在容量の分布 



kVA）の変電所を対象として、排熱エネルギー賦存量を算定した。まず、電圧階級 6. 6kV、66kVおよび

154kV の変圧器の定格時の無負荷損および負荷損から、各電圧階級の変圧器の単位容量あたりの無負

荷損および負荷損を算定した。それらの値に各変圧器の容量を考慮して、変電所排熱エネルギーを算

定した。その結果、愛知県全体としての変電所排熱エネルギーの賦存量は、年間 5, 437 TJ であり、愛

知県における一年間の一次エネルギー供給量の 0. 36%であった。また、下水処理水エネルギーの場合

と同様に、各変電所の排熱エネルギーが何世帯分の最終エネルギー消費量に相当するかを算定した。

その結果、変電所１ヶ所あたりから回収可能な排熱エネルギーは、最大 5, 733 世帯分、最小 16 世帯分

の最終エネルギー消費量に相当することがわかった。ただし、賦存量が大きい変電所は、三河地区の

需要家密度が小さい所に存在するので、実際に供給・利用可能な賦存量は非常に小さいと考えられる。 

３－３．考察及びフェーズⅡのまとめ 

 WG１および WG2 における開発技術について、統計的な評価により、適用可能な範囲やその効果

を示すことができた。また、各種分散型のエネルギー源についても、地域情報を用いて導入ポテンシ

ャルを算定し、分布図として示すことができた。

４．成果の達成度 

 民生用の分散型電源として大規模導入が期待される住宅用 CGSについて、省エネルギー性や経済性

の観点から、状況によっては大規模導入の可能性があること示した。また、民生需要家に関する統計

情報に基づき、地域における各種の分散型エネルギー源の導入ポテンシャルを算定することができた。

なお、分散型電源の導入ポテンシャルについては、本報で示した CGS以外にも、PVシステムについて

も地域的な導入ポテンシャルの算定を試みたが、地域メッシュ統計データからの相関によって算定す

るための原単位について適切な値を設定することができず、引き続き検討を要する。 

５．今後の課題 

 分散型電源の導入ポテンシャルについては、地理的な制約下での導入ポテンシャルを評価したのみ

である。より現実的な導入ポテンシャルを明らかにするためには、競合技術間でのシェア配分などの

経済的な制約や、電力系統への影響による技術的な制約を考慮する必要がある。また、算定した分散

型エネルギー源の導入ポテンシャルが、循環型環境都市の構築にどのように反映されるべきであるか

について、具体的な提案が必要である。
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